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川崎市国際交流センター指定管理仕様書  
 

本業務仕様書は、川崎市（以下「市」という。）が指定管理者の募集、選定にあたり、応募者

を対象に交付する募集要項と一体のものとして提示するものである。 

本業務に関して市が要求するサービスの最低水準を示すとともに、業務内容についての理解

を深め、より具体的な検討を加えるための技術資料を提供するものである。 

応募者は、仕様書の内容を十分に確認した上で提案を行うこと。 

 

１ 管理運営に関する基本的な考え方 

（１）市民の平等な利用を確保し、差別的な取扱をしないこと。 

（２）国際交流センターの設置目的に沿って管理を行い、施設が有する機能を有効に活用した

国際交流センター事業の展開を図ること。 

（３）効率的な運営に努め、管理経費の縮減を図ること。 

 

２ 指定期間 

指定管理者の指定期間は令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）とす

る。 

ただし、管理を継続することが妥当でないと認める場合には、指定管理者の指定を取り消

すことがある。 

 

３  指定管理者が行う業務 

    指定管理者が行う業務は次のとおりとし、以下の基準に基づき実施すること。 

（１） 国際交流センター事業 

ア 情報収集・提供事業 

（ア）図書・資料室の運営 

          国際交流、多文化理解、国際協力等に関する図書、映像資料等を収集・整備し、利

用者の閲覧に供すること。図書・資料室の更なる活用に向け、配慮・工夫すること。 

（イ）ロビー等の運営 

         エントランスロビー、情報ロビー、談話ロビー、ギャラリー、展示ロビーなどの施設

の活用により、必要な情報を提供すること。また、外国人市民の利用に配慮すること。 

また、エントランスロビー、談話ロビーにおいて、一定時間利用者にインターネット

環境を無料で提供すること。 

     ロビー等の活用にあたっては、上記を基準として、利用者や外国人市民の交流が活発

になるよう、催し物や展示物の設置、国際姉妹友好都市との交流に関する展示物の設

置など利用者を増やす取組を行うこと。また、外国人市民情報コーナーを設置し、外

国人市民向けの多言語広報資料及びひらがなのルビ付き広報資料を配架・管理するこ

と。 

 

イ  広報出版事業 

（ア）国際交流センターだより等の発行  

      センターをより身近な施設として利用していただくため、センターの催し物や講

座、施設情報をニューズレター形式で原稿を作成するほか、川崎市内の国際交流活

動ボランティア活動などを広く市民に情報発信すること。なお、媒体や発行部数は

積極的な提案を求めます。 
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    （イ）ホームページの管理・運営 

        ａ 業務内容 

  国際交流センターのホームページを管理・運営し、インターネットを活用した情

報提供を行うこと。なお、外国人市民の利用に配慮して行うこと。ホームページは、

国際交流センターの価値を高める内容とするよう、コンテンツ、公開頻度等につい

て積極的な提案を求めます。なお、現行のホームページは、公益財団法人川崎市国

際交流協会が実施する事業を含んでいるので、引継の際は留意すること。 

    ｂ 要求水準 

  ホームページにおけるウェブアクセシビリティへの対応として、利用者の誰もが等

しく情報へアクセスできるホームページとなることを配慮し、総務省「みんなの公共サ

イト運用ガイドライン(2024 年版)」において求められている「JIS X 8341-3:2016 の適

合レベル AA の準拠」に対応させること。また、JIS X 8341-3 に基づく試験等それに伴

う対応も併せて行うこと。なお、ホームページの作成にあたっては「川崎市ホームペー

ジアクセシビリティ対応基準書」及び「川崎市ホームページ作成ガイドライン」を遵守

すること。 
 

（ウ）各種メディアの活用 

        ａ ＳＮＳ等の活用 

       本施設の利用促進のために、ＳＮＳ等を活用すること。その際、市民レベルの国

際交流を一層促進するため、国内外の外国人を対象に、時代のニーズに沿った媒体

を用いて随時川崎市の魅力を発信すること。発信内容は国際交流センターの価値を

高める内容とするよう、コンテンツ、公開頻度等について積極的な提案を求めます。 

    ｂ 要求水準 

ＳＮＳ利用時の対応として、アカウント運用ポリシーや本市運用ガイドラインを参照

し、基準を作成し遵守すること。また個人端末での利用は原則禁止とすること。 

 
ウ  講座・研修・行事開催事業 

  国際交流センターの設置目的及び川崎市多文化共生社会推進指針に基づき、下記(ア)

～(カ)の事業を実施すること。なお、特に(オ)(カ)については実施手法・内容について

積極的な提案を求めます。 

    （ア）日本語講座 

        ａ 業務内容 

      日本語の理解が十分でない外国人市民等に対して、文化庁の定める「生活 Cando」

を取り入れる等日常生活に必要な会話等を教えるとともに、日本文化、習慣を紹介

し、快適な市民生活を送れるよう支援すること。 

     ｂ 要求水準 

      外国人市民等の日本語学習を支援するため、段階別クラス編成による少人数の日

本語講座を通年にわたり開催すること。日中 60 回程度、夜間 35 回程度開設し、外

国人市民が幅広く学習する場を設けること。 

 

 （イ）日本語スピーチコンテスト事業 

    川崎市内の大学や専門学校の留学生や日本語講座の学習者及び企業等の外国人実

習生等を対象に、日本人と外国人との相互理解を深めていくために、日本語による

スピーチコンテストを 1 回程度開催すること。 
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 （ウ）生活オリエンテーション 

    転入してきた外国人市民に向けて行政の制度や情報、生活を送る上でのルールや

マナー、川崎市の魅力などを説明するオリエンテーションを 2 回程度実施すること。 

 

  (エ) ボランティア養成講座 

    国際相互理解の増進と多文化共生社会の実現を進める上で、必要なボランティア

の育成・活動支援を行うこと。センターが地域における外国人市民等の活動の促進

やボランティア等の人的ネットワークの活動拠点や交流活動の実践の場として機能

するよう、より多くの市民の参加促進に努めること。 

 

(オ)国際交流促進事業 

世界各国の歴史、習慣、社会問題等についての理解・認識を深めることを目的と

した講座や、文化理解の視点による講座を開催すること。 

 

(カ)多文化共生推進事業 

近年の外国人市民の増加や多様化といった社会的な状況の変化及び変化に伴うニ

ーズを踏まえ、市民と外国人市民とが相互理解・交流を深める機会となる事業を行う

こと。 

 

  エ  外国人窓口相談事業 

  （ア) 概要 

     外国人市民の生活支援に向けて、外国人窓口相談事業（多文化共生総合相談ワンスト

ップセンター）の運営を行うこと。以下(イ)～(カ)にて業務内容の詳細を記載する。 

（イ）業務内容  

a  外国人市民から日常生活等に関する相談を受け、情報提供と助言を行うとともに、必

要に応じて関係機関・団体等への紹介を行い、外国人市民が日常的に来所する区役所・

支所等各窓口との連携に努めること。市外に居住する外国人市民及び外国人市民を受け入

れている機関等からの相談に対しても、同様に適切な対応を行うこと。さらに今後、本市

において外国人市民の増加が見込まれることから、外国人市民の生活支援に向け、当事者

である外国人市民を対象に、抱えている問題やニーズを各機関と連携しながら把握するこ

とに努めるほか、課題解消につながる事業内容となるよう取組を推進することで、相談窓

口機能を高めること。また、外国人市民へのさらなる広報・周知を行うこと。実施手法に

ついては積極的な提案を求めます。 

   b  相談内容は、暮らしの情報や行政手続、法律、税金、子育て、教育、福祉、労働、医

療、入国管理、ＤＶ等、生活全般とすること。 

c  相談時間は、基本、月曜日から土曜日まで、時間は９時から１７時まで対応すること。 

d 相談方法は、窓口、電話、メール、オンライン、ＳＮＳ等で行うこと。なお、電話に

ついては、複数者での通話が可能な電話会議システム等の電話会議等を利用し、３者以

上通話に対応すること。 

e  相談に対応する言語は、国が「外国人受入環境整備交付金取扱要領」（平成 31 年 2 月

13 日制定、令和７年３月 31 日改正）において示す１１言語（日本語・英語・中国語・

韓国語・ベトナム語・ネパール語・インドネシア語・フィリピノ語・タイ語・ポルトガ

ル語・スペイン語）を基本とする。やむを得ない事情により相談員の確保が困難な場合

は市と協議のうえ、通訳サービス、翻訳機等による多言語対応も可とする。相談員の対
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応日は英語・中国語・フィリピノ語は週６日、その他言語の対応日は週２日以上とする。

なお、対応言語、対応時間及び対応日について、新たな視点から柔軟に検討し、提案い

ただくことは可能とする。 
   f  法律等の専門的な助言を必要とする案件については、専門家による助言を要請するこ

と。 

g  研修等へ参加させるほか定期的に事例研究の場を設けるなど、相談員の資質向上を図

ること。手法について積極的な提案を求めます。 

h  相談員のＯＪＴ、経験の蓄積を図るため、相談統括コーディネーターを置くこと。 

    i  相談を受けた内容については、内容及び回答、処理てん末等を記録すること。 

   j  令和 6 年に設立した外国人相談窓口「かわさき多文化共生プラザ」と研修などの人材

育成や事例検討等、連携して事業に取り組むこと。 

k  相談を受けた件数及び項目等について毎月集計し、翌月２０日までに市に報告するこ

と。また、年度終了後の事業報告書において、年間集計をまとめ、併せて改善を要する

事項、外国人市民施策の企画提案につながる分析を加え、市に報告すること。 

 l  通常の相談窓口の運営に支障のない範囲において、区役所・支所等、施設外での出張

相談等を積極的に実施すること。 

m オンラインを活用した相談を必要とする区役所と連携し、ビデオ通訳等オンラインを

使用した相談を実施すること。 

n 多文化共生総合ワンストップセンターの開設場所は川崎市国際交流センターとし、指

定管理者の相談窓口、事業内容等を周知するため、当センター外での広報活動等を実施

すること。 

o  相談内容の記録及び市への報告に係る記載項目 

各言語別件数、相談形態（窓口、電話、文書、電子メール等）、対応方法（相談員、通訳

サービス、翻訳機等）、相談内容の分類、相談のてん末（「他機関を紹介した等」）、相談

者の属性（相談者に確認の上、居住地、在留資格等）、市所管事項か否か等 

p  外国人相談件数実績 

     令和６年度  ３，２００件 

     令和５年度  ２，８１２件 

     令和４年度  ３，３１４件 

     令和３年度  ２，９７６件     

q 相談支援 

    実効性のある相談事業とするため、専門相談会を実施すること。 

    ※専門相談実績（行政書士による外国人ビザ無料相談会） 

     ・日時 毎月第３日曜日 

     ・対象 外国人市民、無料 

     ・相談内容 ビザ・在留資格、国際結婚・離婚、子どもの国籍・雇用問題等 

 （ウ）実施計画と体制 

   過去の実績を参考に、指定期間に実施する外国人窓口相談事業の考え方、実施計画、想

定スケジュール、体制について、積極的に提案すること。 

（エ）業務取扱基準 

業務を取り扱うに当たっては、関係法令を遵守し、誠実かつ公正に業務を遂行すること。 

（オ）秘密の保持 

業務を行う上で知り得た秘密を他に漏らしてはならない。指定管理業務終了後も同様と

する。 
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（カ）個人情報の適正な維持管理  

業務を行う上で、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び川崎市

個人情報の保護に関する法律施行条例に規定する個人情報を取り扱う場合は、個人情報の

保護のため、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故を防止するための必要

な措置を講ずることにより、個人情報について適正な維持管理を行わなければならない。 

 

オ その他の事業  

（ア）国際交流センターの設置目的に沿った事業を実施すること。 

（イ）茶室「木月庵」の利用拡大に向け、関連団体との連携事業を開催すること。 

なお、上記事業は前記ア～エに含める形でも可とする。 

 

（２）国際交流センター施設の運営及び維持管理（別紙資料２参照「施設運営・維持管理業務

仕様書」参照） 

  ア  統括業務 

イ  受付・案内業務 

ウ 図書・資料室管理業務 

エ 施設・設備管理業務 

オ 警備業務 

カ 舞台及び AV 機器等の管理業務 

キ 駐車場管理業務 

ク 年間定期保守点検業務 

ケ 環境衛生管理業務 

コ 清掃業務 

サ 植栽管理業務 

シ 修繕（１件あたりの限度額は 100 万円未満とし、大規模修繕は除く） 
ス その他、施設等の維持管理に必要な業務 

      また、指定管理者は、指定期間終了後５か年の修繕計画の策定及びその修繕計画に必

要な概算経費の算定を行い、指定期間終了後３０日以内に、市への提出及び次期指定

管理者への引継を行うこと。 

（３）備品管理 

ア 市が本施設に備え付ける備品は、指定管理者に無償で貸与する。 

イ 通常の使用での経年劣化により、通常の使用に耐えられなくなった場合、指定管理者

は市との協議により、必要に応じて指定管理者の負担で当該備品を購入又は調達するこ

と。なお、この場合の購入又は調達に要する経費の年度毎の上限額は１，５００，００

０円とし、指定管理者は上限額の範囲内で当該備品を購入又は調達すること。 

 ウ 指定管理者は、故意又は過失により備品を毀損、滅失したときは、原則これを弁償又

は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するものを購入又は調達しなければな

らない。 

  エ 指定管理者は、本業務を実施するに当たり、必要な備品等を任意で指定管理料により

購入又は調達することができるものとし、指定期間終了後に市に帰属するものとする。

ただし、それ以外に指定管理者が団体自体の経費で購入又は調達し、持ち込んだ備品等

は指定管理者に帰属するものとする。当該備品等については、物品管理簿を作成し、適

切に管理すること。 

オ 備品等の廃棄に当たっては、指定管理者は、市との協議により、必要に応じて指定  
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管理者の負担で当該備品等を廃棄するものとする。 

（４）駐車場の運営 

  ア 当センター駐車場の有料化に伴い、駐車場の保守管理等、駐車場の運営に関する業務

を行うこと。 

  イ 有料化に伴う駐車場利用料収入（以下「売上金」という。）は、川崎市国際交流センタ

ー条例に基づき、指定管理者の収入とする。 

  ウ 駐車場利用料金は以下のとおりとし、料金改定の必要がある場合は、市と協議の上、

改定の検討を実施する。 

基本料金 超過料金 １日（２４時間）最大料金 

１台１時間まで２００円 ３０分までごとに１００円 ６００円 

   ※基本料金は入庫後最初の１時間までとし、施設利用者は無料とする。 

  エ 「かながわ障害者等用駐車区画利用証制度」の内容に基づき、施設における利用区画

の確保及び施設利用者への制度周知・注意喚起等を行う。 

オ 事業用地内の駐輪場の保守管理に関することを行う。 

カ 駐車場・駐輪場の保安警備に関する業務を行う。 

キ 利用者等が安全に駐車場・駐輪場を利用できるよう配慮すること。 

ク 利用者等の安全に配慮して作業を行うこと。  

ケ 駐車場や駐輪場の機能が正常に働く状態を常に保つこと。 

コ 盗難等の犯罪及びいたずらに対する保安対策を講じること。 

  サ 駐車場売上実績 

     令和６年度   ９，６５４，６００円 

     令和５年度   ７，４９８，８００円 

令和４年度  １１，０９１，９００円 

（５）自動販売機の設置 

  ア 利用者の利便に供するために、施設内に自動販売機を設置すること。 

  イ 自動販売機により販売することができるものは、お茶、清涼飲料水、又はこれに類す 

るもの（アルコール飲料は除く）に限り、指定された範囲を越えて飲食物や物品の販売 

等をすることはできない。 

ウ 自動販売機の設置料は、指定管理者の収入とする。 

エ 本市が定める自動販売機の設置料の基準は、１台あたりとなる。 

  オ 自動販売機の設置に伴う電気料については、指定管理者が負担すること。 

    カ 令和６年度の自動販売機設置台数は５台である。 

  キ 自動販売機設置収益及び売上手数料実績 

     令和６年度  １，７９３，７７８円 

     令和５年度  １，５４９，５４１円 

     令和４年度  １，５８６，６１６円 

（６）施設の管理に関する業務 

  ア 施設等を利用に供することに関する業務 

（ア）業務内容 

    指定管理者は、施設等を利用に供する業務を行うこと。 
  （イ）要求水準 

   施設等の利用予約に際しては、原則「川崎市公共施設利用予約システム（ふれあい     

    ネット）」を使用することとするが、窓口における直接来所による申込受付及び電話に 

よる申込み等に対し、応対可能となる体制を講じること。ただし、現在「ふれあいネ
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ット」による予約の対象とならないホール、レセプションルーム、特別会議室、特別

応接室、多目的広場においては、次の業務を行う。 

    ・専用利用許可業務（許可・不許可） 

    ・利用許可の制限及び取消し 

    ・利用料金減免申請の受付業務 

    ・専用利用許可に関して、業務を行う際には、川崎市国際交流センター条例、川崎市

国際交流センター条例施行規則及び関係法令に則り、適切に行うこと。 

    ・川崎市行政手続条例に基づき、施設設備利用許可に関する審査基準や審査期間を遵 

     守し、適正に業務を執行すること。 

    ・利用料金の減免については、川崎市国際交流センター条例、川崎市国際交流センタ

ー条例施行規則に基づき適切に業務を執行すること。 

  イ 川崎市公共施設利用予約システム「ふれあいネットシステム」の管理業務 

  （ア）業務内容 

   ふれあいネットの管理者端末及び利用者端末の管理、並びにふれあいネット利用者

に対するサービスについて、次の業務を行う。 

  ・ふれあいネット利用者の登録に関する各種申請の受付及び関連する情報等の管理 

  ・施設等の空き情報の提供 

  ・施設等及び備品の使用等に関する各種申請の受付 

  ・使用許可申請者と実際の施設等使用者における関連性調査等 

  ・施設等及び備品の使用状況等の統計調査 

  ・ふれあいネットの利用方法等の案内 

  ・業務端末及び利用者端末の日常的な管理 

  ・ふれあいネット運用センターからの照会に対する回答 

（イ）要求水準 

  ・自施設の利用を目的とするか否かを問わず、ふれあいネット利用者の登録に関する

業務を行うこと。また、登録等に関する申請受付後の情報については、個人情報の

保護に関する法律や川崎市情報セキュリティ基準、その他関係法令等に則り、厳格

に管理すること。 

  ・業務端末を利用して、自施設の空き情報等を適宜提供すること。 

・施設等及び備品に係る使用許可申請等の受付や、その他必要な手続きを開館時間帯

において適宜実施すること。 

  ・使用許可申請者（ふれあいネットにおける予約申込者）と施設等使用者（使用日に

施設等を実際に使用している者）の関連性調査等を実施し、必要に応じて状況を市

に報告するとともに、不適切な利用を防止する措置を施すこと。 

  ・施設等及び備品の使用状況の統計調査は日次、月次、年次単位で実施し、市から要

請があった場合は、即座に情報を提供すること。 

  ・自施設の窓口等にて、ふれあいネット利用者に対して利用者端末の操作方法の案内

等を適宜行うこと。 

  ・消耗品の補充や盗難防止等、業務端末及び利用者端末の管理を適切に行うこと。た

だし、保守点検や修理等は含まない。 

  ・市が設置する「ふれあいネット運用センター」と連携し、ふれあいネットの安定運

用に積極的に協力すること。 
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（ウ）その他 

  ・ふれあいネットのシステム更新や運用方法の変更があった場合、適切に対応するこ

と。 

（７）自主事業の企画・運営等に関する業務 

指定管理者は、施設の設置目的を達成するために、任意提案によりあらかじめ市にその

内容を提案し承認を得た上で、自らが企画する自主事業として実施することができる。 

自主事業は、指定管理者が費用等を負担して実施するものとし、本施設の指定管理経費

から負担することはできないものとする。また、自主事業は、指定管理者が料金を徴収し、

自己の収入とすることができる。料金設定は指定管理者の提案にゆだねることとするが、

設定に当たっては、本施設が公の施設であることを踏まえ、類似施設と比較して高額な料

金とならないよう配慮するものとし、経理区分においても、指定管理事業と自主事業を分

けて計上すること。 

自主事業の内容は、市民が広く利用できる又は参加できるものに限り、特定の団体等に

のみ利用できる又は参加できるものは認めない。また、自主事業は指定管理者が実施する

こととし、別途事業主体を設立して実施することは認めない。なお、本施設の指定管理業

務に該当しない事業については、行政財産の目的外使用許可により実施すること。 

（８）事業期間終了時の引継ぎ業務 

ア 業務内容 

（ア）業務 

指定管理者は、指定期間終了時までに、次期指定管理者が円滑に業務を引き継げる

よう、業務の引継ぎ等を行うこと。 

（イ）施設 

指定期間の終了までに、本施設について、引き続き利用できるよう、本書に示す良

好な状態を保持した上で、引き渡すこと。 

また、目的外使用施設については、本施設の運営開始時を基準として原状に回復し、

引き渡さなければならない。ただし、いずれの場合においても、市の合意がある場合

はこの限りでない。 

（ウ）備品等 

指定期間の終了に際し、備品及び作成した成果物等を市が指定する者に対して引き

継ぐこと。 

（９）その他施設の管理運営のために必要な業務 

ア 総務・経理に関する業務 

（ア）各種統計・調査業務 

   ａ 業務内容 

     利用者数、利用者の属性などの各種統計・調査を行う。 

   ｂ 要求水準 

     施設運営に資する統計・調査を行うとともに、市の求めに応じて、データ等の資料 

    を提出できるよう整理・管理すること。 

（イ）予算決算業務 

   ａ 業務内容 

指定管理事業の執行及び管理、決算管理を行う。 

   ｂ 要求水準 

     市の事前承認を得た予算を適正に執行し、市の求めに応じて速やかに経費の執行状 

    況等を報告できるよう管理し、決算管理を行うこと。 
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（ウ）市との連携業務 

   ａ 業務内容 

市が行う連携事業や連絡会議等への参加・協力を行う。 

   ｂ 要求水準 

     国際交流センターの管理運営に資するため、市の行う連携事業等に対し、積極的に

参加や会場提供、広報等による協力を行うこと。 

（エ）運営の透明性、説明責任、意見・要望への対応 

   ａ 業務内容 

    ・施設の指定管理者が誰であるのか市民や利用者に周知するため、指定管理者名を 

     掲示すること。 

    ・運営に関する規約や規則、方針等を明確にし、市民や利用者の求めに応じ、適切な 

     説明を行う。 

    ・意見や要望を得るためのアンケート調査やメール等での意見公聴等を行い改善すべ       

き事項については、速やかに改善すること。 

   ｂ 要求水準   

    ・指定管理者名の掲示に当たっては視認性に留意するとともに、その掲示内容・方法 

     について事前に市の承認を受けること。 

    ・運営に関し、公平性・平等性を確保するとともに、運営に関する規約や規則、方針 

     等を明確にすること。 

    ・運営に関しては透明性に配慮し、市民や利用者の求めに応じ、適切な説明を行うこ

と。 

    ・意見や要望を得るためのアンケート調査やメール等での意見公聴等を行うこと。 

     また、優良かつ適切なサービスを提供するために事業運営上の具体的な問題点を把 

     握し、必要な改善努力を行い、その情報を公開し説明責任を果たすこと。 

（オ）運営業務に関する書類等の管理及び記録の作成 

   ａ 業務内容 

    ・受領及び作成した文書等の整理・保存・管理を行う。 

    ・実施した運営業務について、適宜、文書や写真等で記録を作成し、保存する。 

   ｂ 要求水準  

    ・文書等の管理規則又は管理要領を作成し、破損・紛失等の無いよう適切に文書等の 

     整理・保存・管理を行うこと。 

    ・市の求めに応じて速やかに閲覧や提出ができるよう管理すること。 

    ・事業期間終了時に、適正かつ速やかに次期指定管理者に引き継げるよう管理し、記

録を作成・保存すること。 

（カ）看板その他業務 

   ａ 業務内容 

利用者の利便性を考慮し、案内看板等を設置し、管理する。 

   ｂ 要求水準 

    ・利用者の動線に配慮し、案内看板（臨時の看板を含む）の設置を行うとともに、利

用施設毎の利用者（団体）掲示や施設案内図等の設置を行い、利用者の利便性向上

に努めること。 

イ 傷病者の救護措置、状況報告等 

（ア）業務内容 

・ 傷病者の救護処置を行い、所定の報告書によりその状況について市に報告を行う。 
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（イ）要求水準 

・ 利用者等の急な病気・けが等に対応できるよう、簡易な医薬品・資器材の用意、多

言語対応によるＡＥＤ（自動体外式除細動器）等の設置を行うこと。 

・ ＡＥＤの使用を含む心肺蘇生法を行うことができるものを常に配置すること。ＡＥ  

   Ｄのメンテナンス（機器や消耗品の交換）、医薬品の使用期限管理等を行い、物品

はいつでも使用できる状態に保つとともに、ＡＥＤの館内表示、職員の救命講習や

ＡＥＤの使用研修の定期的な受講等、ＡＥＤが使用できる体制を構築すること。 

・ 急病人発生の対応マニュアルを整備し、緊急時の対応について対策を講じること。 

・ 体調不良などの様子がみられる利用者には、利用者の状態を確認し、利用を控える  

  等適切な助言をすること。 

・ 救護措置を行った場合は所定の報告書に記録し、状況について適宜市に報告を行う 

 こと。 

ウ その他施設の管理運営に関する業務 

指定管理者は自らのリスクに対応するため、指定管理業務を実施するに当たって必要

な保険について、適切な範囲で加入すること。なお、建築物に対する建物総合共済（火

災保険）については市が加入する。 

 

（10）原状回復義務 

   指定管理者は、指定期間の終了までに、指定期間の開始日を基準として管理物件を原状

に回復し、市に対して管理物件を返還しなければならない。 

ただし、市が認めた場合には、管理物件の原状回復は行わずに、別途市が定める状態で

市に対して管理物件を引き渡すことができるものとする。 

 

（11）その他 

ア 事業計画書及び収支予算書の作成 

     次年度の事業計画書及び収支予算書を、毎年度８月末までに市に提出すること。 

事業計画書の作成に当たっては、市と調整を図ること。 

イ 事業報告書の作成 

       原則として、年度終了後３０日以内に、次の事項を記載した事業報告書を提出すること。 

なお、市は提出された事業報告書を基に、事業計画書に基づく指定管理業務が適正に

実施されているかを評価し、その結果を公表する。 

（ア）指定管理業務の実施状況及び利用状況 

（イ）利用料金収入の実績 

（ウ）管理経費等の収支状況 

（エ）その他、指定管理の実態を把握するために必要な事項（詳細は、協議の上、協定

書で定める。） 

ウ 関係機関との連絡調整 

        市、関係機関及び地域等との連絡調整 

エ 自己モニタリングの実施 

        業務の質とサービスの向上を図るため、利用者等から施設運営に関する意見を聴取し、 

定期的な自己モニタリングを実施すること。これによって得られた評価は事業報告書に

記載するとともに、次年度に実施する業務の改善に反映すること。 

   オ 各種統計等資料作成及び調査の回答 

        所要の統計等の資料作成及び市からの調査照会事項に関する回答を行うこと。 
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カ 指定期間終了に当たっての引継 

        指定管理者は、指定期間終了時までに、次期指定管理者が円滑かつ支障なく指定管理

業務を遂行できるよう、引継を行うこと。 

なお、引継に要する経費は指定管理者の負担とする。 

    キ 利用者意見等の把握 

        指定管理者は、毎年度利用者や講座受講者、実施事業の参加者を対象としたアンケー

ト等の調査を実施し、ニーズや満足度、苦情の把握を行い、把握したニーズ等を分析し

たうえで事業や施設運営に活かすこととし、調査結果及び改善状況等は、事業報告書に

記載すること。 

    ク 市民への広報 

        国際交流センターの管理運営を指定管理者が行っていることを市民に周知するため、

指定管理者の名称、連絡先を施設内に表示するとともに、ホームページ等を活用し、広

報に努めること。表示する内容等は、市と指定管理者が協議の上、定めることとする。 

  ケ  期日前投票所の設置に係る選挙管理委員会への協力 

    公職選挙法に規定する投票所及び期日前投票所の設置にあたり、投票所及び控室等に使

用する会議室等の利用、看板及びポスター掲示場の設置、選挙人の駐車場の利用といっ

た事項をはじめとした投票所の運営に必要な事項、及び中原区選挙管理委員会による準

備、撤収作業が円滑に進むよう協力することとし、休館日においても同様とする。 

なお、必要な予算は中原区選挙管理委員会事務室が措置する。  

コ  施設利用の促進 
（ア） 当センターの利用施設の稼働率を上げるため、実施方法について積極的に提案す 

ること。また、施設利用者に占める外国人市民の割合が低いため、外国人市民が参

加しやすいような方法等も併せて提案すること。 
（イ） 国際交流・協力、教育関係機関及び企業等と連携し、国際交流センターの設置目

的及び川崎市多文化共生社会推進指針に沿った事業及び行事等を行うこと。 
（ウ）公益財団法人川崎市国際交流協会、民間国際交流団体等と連携し、施設の効率的・

効果的な利用を促進すること。 
（エ）その他、施設利用促進に必要な業務を機能的かつ効率的に行うこと。 

サ 再生可能エネルギー１００％電力の導入 
  今後、市域の更なる再エネ電力普及に向けて、再生可能エネルギー１００％電力を

2030 年までに導入すること。 
 
４ 業務上の留意点 

（１）利用者に対しては柔軟な対応が必要であることに留意し、快適な利用環境を確保するこ

と。 

（２）管理運営方法を創意工夫し、社会の変化に対応した改良・改善を積極的に図ること。ま

た、多様な施設の利用形態のあり方及び施設・設備の効果を最大限に発揮できるような取

組について把握・研究し、必要に応じて施設及び設備の機能向上や改善に努めること。 

（３）施設及び設備の利用提供を行う際には、利用者の活動目的の達成に留意し、利用する施

設や設備の相談、利用プログラムに関する相談、指導者に関する相談についても必要に応

じて対応すること。 

（４）地域に根ざした施設の管理運営に留意し、地域との連携、相互参画を推進すること。 

（５）特定の団体等に有利又は不利になることがないよう、利用者の平等な利用を確保するこ

と｡ 
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（６）施設の管理運営面において、本市で推進している「かわさきパラムーブメント推進ビジ

ョン」の理念に基づき障害のある方や外国人、高齢者等への対応を十分図ること。 

（７）事故防止、安全管理には、特段の注意義務をもってあたること。 

（８）個人情報の保護に関する法律情及び川崎市個人情報の保護に関する法律施行条例など各

種関係法令を遵守し、個人情報保護には特段の注意義務をもってあたること。 

（９）施設の効用を最大限に発揮することや効率的なエネルギー使用等、効果的・効率的な運

営を行うことにより、管理運営費の削減に努めること。 

（10）環境の保全に留意した運営を行うこと。 

（11）川崎市国際交流センター条例及び川崎市国際交流センター条例施行規則等に則り、管理

運営をすることはもとより、法律、条令その他関係法令を遵守し、善良な管理者の注意

をもって、適正な業務を遂行すること。また、指定管理者にてコンプライアンスに関す

る規程を整備するとともに、コンプライアンスに関する事由が生じたときは、遅滞なく

報告をすること。 

 
５  留意事項 

（１）関係法令の遵守 

      次の関係法令を遵守すること。 

ア 地方自治法 

    イ 川崎市国際交流センター条例 

    ウ 川崎市国際交流センター条例施行規則 

    エ 国際交流センターの管理運営に関し、川崎市が定める要綱等 

    オ その他の関係法令 

（２）利用料金の減免の取扱基準 

      川崎市国際交流センター利用料金減免要綱 

   なお、指定管理者が自主事業を実施する場合の施設等の利用料金は、指定管理者が負担 

すること。 

（３）市等への協力 

   市、他の公共団体、かわさき国際交流民間団体協議会等が実施する事業について、積極

的に参加・協力すること。また、市及び他の公共団体等が実施する照会等に対しては、迅

速かつ誠実に対応すること。 

   ※「インターナショナルフェスティバル」の実施について 

    毎年１１月上旬（日曜）に、国際交流イベントである「インターナショナルフェステ

ィバル」が行われる。指定管理者は、同事業の実施に際して、川崎市国際交流協会等

への開催当日の全館無償使用を認めるとともに、積極的に協力すること。日程につい

ては変更の可能性があるため柔軟に対応すること。 

   ※「カナガワビエンナーレ国際児童画展」の協力について 

    神奈川県が主催している国際交流イベント「カナガワビエンナーレ国際児童画展」に

ついて、展示物の設置をロビー等で実施すること。また、指定管理者は、同事業の実

施に際して、準備・搬送・設置作業等に対し、積極的に協力すること。 

（４）施設の管理に関する留意事項 

ア 消防計画を策定し、消防訓練等を実施すること。 

    イ 自衛組織を結成し、防火・防災に努めること。 

    ウ 保険及び損害賠償の取扱 

      （ア）施設損害賠償保険は、指定管理者が加入すること。保険の範囲等については、協
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定書において定める。 

（イ）指定管理者の責に帰すべき事由により市又は第三者に損害を与えた場合には、指

定管理者がその損害を賠償しなければならない。 

（ウ）施設内で事故が発生した場合に備え、指定管理者はあらかじめ事故対応マニュア

ルを定めるとともに、事故発生時には直ちにその旨を市に報告しなければならない。 

    エ その他 

      （ア）サービスの提供 

     自動販売機、コピー機及びカラオケ機器（交流サロン）等を設置し、これに伴うサー

ビスを行うこと。 

     （イ）各種届出 

         各種届出を必要とする場合には、指定管理者が手続を行うものする。 

      （ウ）名札の着用 

          国際交流センターの運営に従事する職員は、利用者に施設職員と分かるように名札

を着用すること。 

      （エ）パンフレット及びポスターについて 

         施設のパンフレットを作成し、市及び関係団体からのパンフレットの配布依頼があっ

たときはこれに応じること。 

     また、同様にポスターの掲示依頼があったときは、これに対応すること。 

（５）組織体制 

   国際交流センターを良好かつ十分に管理運営できる適正な職員配置・組織体制を取るこ

と。 

施設の総括責任者として、国際交流センター長（指定管理者制度に見識を有するととも

に、施設全体の経営能力を備える者。当該施設の専任とする。）又はそれに代わる人員を常

時配置し、業務内容又は法令等により資格を必要とする業務については、有資格者を選任

し、配置すること。        

また、管理技術、接客態度の向上など、職員の能力向上に努めること。 

（６）情報公開 

       指定管理業務に係る情報の公開については、別途情報公開に関する要綱等を定め、適正

に情報公開を行うこと。 

（７）個人情報の取扱 

      指定管理業務を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、その取扱に十分留意し、漏

えい、滅失及びき損の防止、その他個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保護するた

めに必要な措置を講じること。 

個人情報の漏えい等の行為には、個人情報の保護に関する法律に基づく罰則が科される

場合があるので留意すること。 

（８）守秘義務 

      業務の遂行に当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、自己の利益のために 

使用してはならない。指定期間が終了した後も同様とする。 

 また、業務の再委託等（ボランティア等による協力を含む）を実施する場合は、当該業

務委託先等についても同様とし、その実施方法について提案を求めます。 

（９）中原警察署による庁舎使用 

 市及び中原警察署の間で、中原警察署の庁舎使用不能時に、同署が国際交流センターの

使用可能な会議室等を使用できる旨の協定を締結しているので留意すること。 
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（10）要綱等の引継 

 指定管理者は、現行指定管理者が定める要綱・要領等について引継を受けることができ

るものとする。引き継ぐ要綱・要領等の選定に当たっては、市と協議の上決定すること。 

 また、指定管理者は、指定期間の終了時、次期指定管理者から要望があった場合は、要

綱・要領等の引継を行うものとすること。 

（11）災害時等における対応 

      災害時等において、市が緊急に市民の生命・身体・財産を保護するため、国際交流セン 

ター施設を使用する必要がある場合は、市の指示により管理すること。 

   また、災害時等には、「川崎市多言語支援センター(以下「支援センター」という。)」を

国際交流センター内に設置する。この場合において、支援センターの活動に必要な支援も

行うこと。 

  ア 支援センターの設置要請 

市は、災害により川崎市災害対策本部を設置し、支援センターの設置が必要と認める場

合には、指定管理者に要請するものとする。なお、要請は、文書により行うものとする。

ただし、緊急を要するときは、口頭又は電話等で要請し、後日、速やかに文書を交付する

ものとする。 

イ 指定管理者は、市が川崎市災害対策本部を設置したにもかかわらず、連絡が取れない

場合は、指定管理者の判断により支援センターを設置することができる。この場合、速

やかに市に報告し、承認を得なければならない。 

ウ 指定管理者が行う業務 

指定管理者は、要請を受けたときは、支援センターを設置し、次に掲げる業務を行う

ものとする。 

（ア）災害時に外国人市民等に対して提供が必要な情報等の翻訳、発信 

（イ）外国人市民等からの相談・問合せ等への対応 

（ウ）かわさき FM の多言語放送への協力 

（エ）その他外国人市民等への多言語支援に必要な業務 

エ 支援センターへの支援 

指定管理者は、市が前条の業務を円滑に行うため、被災に関する情報等、外国人への

多言語支援に必要な情報を提供するものとする。 

  オ 設置場所 

支援センターの設置場所は、指定管理者の事務所（川崎市中原区木月祗園町２番２号）

内とする。ただし、当該施設がり災し、設置することが困難な場合は、指定管理者はこ

れに代わる場所を確保し、提供するものとする。 

  カ 費用負担 

支援センターの業務に関し要する費用は、指定管理者が負担するものとする。費用に

ついては、指定管理者と市が協議して算定するものとする。 

キ 資器材等の確保 

指定管理者と市は、災害時における外国人市民等への多言語支援活動等に必要な資器

材等を相互に協力して確保するものとする。 

ク 支援センターの閉鎖 

指定管理者は、支援センターの設置が不必要と認める場合には、市と協議の上、支援

センターの閉鎖を決定することとする。支援センターを閉鎖し、当該活動について残務

がある場合は、指定管理者と市がそれぞれ引き継ぐものとする。 
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  ケ 実施細目 

実施に関して必要な手続その他の事項は、指定管理者と市が協議して実施細目で定め

る。 

コ 協議事項 

定めのない事項及び実施について疑義が生じたときは、その都度、指定管理者と市が

誠意ある協議を行い決定するものとする。 

  

６ 利用時間及び休館日 

（１）利用時間 

午前９時から午後９時まで 

（２）休館日 

１２月２９日から翌年の１月３日までの日とする。 

ただし、指定管理者は、特別の理由があると認めるときは、利用時間を変更し、又は臨

時に開館し、若しくは休館することができるが、事前に市と協議を行うこと。 

（３）その他 

・指定管理者は、施設の維持管理・安全確保等のため、休館することができる。 

・保守及び修繕等を実施する場合には、施設及び設備等の一部の使用を制限する場合があ

る。 

・利用時間、休館日等について、新たな視点から柔軟に検討し、提案いただくことは可能

である。 
 

７ 施設利用の基本事項 

（１）利用形態 

ア 施設専用利用（団体） 

（ア）特別承認申請による利用（事前確保・優先予約） 

市又は国若しくは他の地方公共団体がその事業のため利用する場合、市が構成員と

なっている協議会、研究会等が主催する行事等のため利用する場合、市が指導及び育

成を行うことを必要とする団体がその目的のため利用する場合については、定められ

た申請期間よりも前に申請を受け、利用を確保する。詳細については、管理運営基準

等を市と協議のうえ定め、運用するものとする。 

（イ）指定管理者の主催・共催事業のための利用 

指定管理者の主催・共催事業のため利用する場合については、定められた申請期間

よりも前に利用を確保する。 

（ウ）一般の利用 

定められた申請期間に申請を受ける。 

イ その他 

（ア） 利用者を特定化する会員制等の利用形態は認めない。 

（イ） 市又は指定管理者が行う保守及び修繕等において、施設利用を制限する必要が発生 

する場合においては定められた申請期間よりも前に利用を確保する。 

（２）施設の利用料金 

ア 利用料金制度の導入 

本事業は、利用料金制度を導入する。指定管理者は、利用者が支払う利用料金収入を
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自らの収入とすることができる。 

ただし、令和１３年度以降（指定期間後）の施設利用分について利用許可を与えられ

たものから徴収した利用料金については、前受金として令和１３年度以降の後任の指定

管理者に引き継ぐものとする。 

イ 利用料金の額 

利用料金の額については、条例別表で定める金額の範囲内において、あらかじめ市長

の承認を得て、指定管理者が定めるものとする。 

  ウ キャッシュレス決済に関すること 

    利用者の利便性向上のため、キャッシュレス決済の導入を行うこと。 

エ 利用料金に関する特記事項 

（ア）利用料金の減免 

指定管理者は、条例第１０条に基づき、利用料金を減免することができる。なお、

減免による利用料金の減収については、指定管理料に当該減収分が見込まれているも

のとし、市からの補填等の措置は行わない。 

減免の基準については、以下のとおりである。 

ａ 川崎市国際交流センター条例第１０条 

b 川崎市国際交流センター条例施行規則第９条 

（イ）月額料金等の設定 

施設利用料金体系をもとに指定管理者による回数券、月間利用券、年間利用券等の

多様な料金体系の設定を認めることとする。ただし、これらの料金は施設利用料金体

系を基に割引料金として設定されるものに限り、指定期間内において有効とする。 

（ウ）入会金 

入会金の徴収は認めない。 

（３）施設利用許可等に関する基準 

ア 利用の許可 

（ア）条例の規定に基づく許可 

川崎市国際交流センター条例第８条に基づき、指定管理者として、施設等を利用し

ようとする者に対し許可を行う。 

（イ）特別承認申請による利用の許可 

特別承認申請による利用については、前項ア（ア）に記載のとおり市と調整する。 

イ 許可の制限など 

許可の制限等については、次に基づいて行う。 

（ア）利用許可の制限  （川崎市国際交流センター条例第１２条） 

（イ）利用許可の取消し等（川崎市国際交流センター条例第１３条） 

ウ 個人情報の保護 

業務の履行に際して入手した個人情報及びデータの管理については、個人情報の保護

に関する法律及び個人情報の保護に関する法律及び川崎市個人情報の保護に関する法律

施行条例に則り、適切な管理を行うこと。 

エ 指定管理者が実施することができない業務 

    以下の業務は、指定管理者は実施することができない。 

（ア）過料の賦課徴収 

（イ）使用料の減免 

（ウ）不服申立てに対する決定 

（エ）行政財産の目的外使用許可 
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（オ）その他法令により地方公共団体の長のみができるとされているもの  

 

８ モニタリング 

（１）モニタリング・評価の方法 

   指定管理者自身によるセルフモニタリングを義務付けるとともに、市がモニタリング・ 

  評価を実施する。標準的なモニタリング・評価の方法は次のとおりである。 

種類 目的 実施者 実施時期 実施後の対応 

モニタ

リング 

履行状況

確認 

指定管理者 

毎日：業務記録 

毎月：事業実績・履行状況確認 

   事故・苦情対応報告 

四半期：サービスの質報告 

・自己改善 

・市に報告 

市 

毎月：事業実績・履行状況確認 

四半期：サービスの質確認 

四半期又は半年：経営状態確認 

・改善指導 

・指定管理料減額 

・指定取消 

事業評

価 

成果確認 市 年度終了後速やかに 

・市（所管局）に報

告 

・選定評価委員会に

よる確認 

・指定管理者に通  

 知 

・評価結果の公表 

市の評価

の妥当性

判断 

選定評価委

員会 
翌年度９月末めど 

総括評

価 

制度導入

効果の検

証 

選定評価委

員会 

指定期間最終年度の前の年度の

事業評価後速やかに 

・指定管理者制度の

継続、見直し等 

※選定評価委員会は、学識経験者、当該施設運営に関して専門知識を有する者及び財務の

専門家等で構成され、公の施設の管理者の行った管理運営業務の評価に関することなど

を審議する。 

（２）指定管理者が作成・提出する書類 

標準的な書類は次のとおりである。 

ア 指定管理者によるセルフモニタリングのとき 

  セルフモニタリングは、事業計画書に基づく業務遂行にあたり、仕様書に定められた

業務の確実な履行を自ら確認するために、適切な業務記録を作成し、分析・自己評価す

るものである。 

・業務記録（業務の履行状況や事業の実施状況を記録しておくこと） 

・モニタリングシート（市と指定管理者の協議により作成） 

・アンケート（利用者の意見や要望を収集すること。なお、意見収集にあたっては、ア

ンケートの実施方法や内容、質問項目について市と協議のうえ決定し、評価結果と原

因の関係が分析できる内容とすること。また、回収率もある程度の目標値を設定し、

実効性の高い意見収集を行うこと。） 

・報告書（分析結果や改善措置状況を記録すること。） 

イ 市によるモニタリングのとき 

・モニタリングシート（市と指定管理者の協議により作成） 

・事業収支報告書 

・点検・修繕に関する報告 

・財務関係資料 

・その他市が必要と認める書類 

ウ 事業評価のとき 
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・事業報告書 

・事業収支報告書 

・利用者満足度調査報告書 

・業務改善報告書 

・その他市が必要と認める書類 

（３）セルフモニタリングの留意点 

  ア 記録の整備と保管を徹底すること。 

  イ 利用者の視点に基づくサービス改善の意識を常に保つこと。 

  ウ 問題発生時の市への報告・連絡・相談体制を整備すること。 

  エ 個人情報の管理に十分注意すること。 

  オ 報告書等だけでは確認できない事項については、実地調査やスタッフのヒアリング等

により確認する場合があること。 

（４）モニタリング・評価結果に基づく改善指導等 

モニタリングや評価の結果、業務を履行しない、あるいは仕様書等の水準を満たしてい

ないときは、指定管理者に対して是正や改善を指示し、サービスの回復を図るものとする。

なお、これに従わないとき又は管理継続が適当でないと選定評価委員会で認めるときは、

業務の一部又は全部の停止を命じて指定管理料の減額や指定の取消しができる。 

（５）評価結果の公表方法 

評価結果（評価シート）、総括評価結果（総括評価シート）は、市のホームページで公表 

  する。サービスの改善・向上を図っていくため、評価が低い項目については、要因分析を

行うとともに、その結果に基づいて、次年度以降は目標水準を達成できるよう、対応策を

事業計画等に反映させること。 

 

９  事業計画書 

事業計画書等は、次の項目について、「川崎市国際交流センター指定管理者募集要項」に  

示す様式に基づいて作成すること。（様式７） 

（１）管理運営に関する基本的な考え方 

（２）国際交流センター事業に関すること 

ア 情報収集・提供事業 

イ 広報出版事業 

ウ 講座・研修・行事開催事業 

エ 外国人窓口相談事業 

オ その他の事業 

（３）国際交流センター施設の運営及び維持管理に関すること 

  ア 利用者意見等の把握 

  イ 施設利用の促進 

  ウ 施設の維持管理 

（４）自主事業への取組 

（５）人員配置（実施組織・体制）への取組 

  ア 事業の実施体制・人員配置 

  イ 基本的な勤務体制 

  ウ 職員の研修 

（６）その他の取組 

  ア コンプライアンス（法令遵守）及び個人情報保護方針 
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  イ 災害時等の対応 

（７）事業実施状況のモニタリング・評価に関すること 

 

１０  収支予算書 

    指定管理期間収支予算書（総括表及び各年度ごとの収支予算書）は、「川崎市国際交流セン

ター指定管理者募集要項」に示す様式に基づいて作成すること。（様式８）   

    なお、指定管理料については、上限額に納めることを応募要件とする。 

 

１１ 指定管理者の管理開始にかかる準備 

指定管理者は、令和８年４月１日からの管理開始が円滑に遂行できるよう、管理開始前に

市との協議を行うこと。 

前指定管理者との引継ぎについては、誠意を持って対応すること。また、指定期間が始ま

るまでに要する準備経費については、指定管理者の負担とする。 

 

１２ 本指定期間における留意点 

（１） 大規模修繕に伴う対応 

   ア 指定期間中にホールの特定天井対策等に係る大規模改修を予定している。改修に伴

い、一部利用施設の休館も想定されるため、その都度施設運用等について市と協議を

行い、騒音・振動などを考慮した施設運営を行うこと。 

イ 上記アに伴い、全館または一部休館を伴う大規模修繕を行う場合がある。指定管理

料の補填等の措置については別途協議するものとする。 

ウ 上記の他、必要に応じて改修の予定が追加になった場合においても市に協力をする

こと。 

（２） 省エネルギー化の取組の推進 

市において、庁舎管理における省エネルギー化の取組の一環として、高効率照明（LED）  

   の導入を図っている。そのため、今後は、ＬＥＤ化の積極的な導入に向けて市と協議す

ること。 

    

１３ リスク分担 

基本的に良好な施設管理やサービスの質については、指定管理者が負担すべきリスクで

あり、施設修繕リスクは所有者である本市が負担すべきものである。しかしながら、不可

抗力、法令変更、物価変動については、一概に判断できないことから、基本的な負担基準

を定めるとともに、これらのリスク発生時には協議にて負担割合を決定することが必要で

ある。なお、リスク分担の詳細は協定の締結時に定める。 

≪リスク分担の考え方≫ 

種 類 内 容 

負 担 

指 定 

管理者 
本市 

サービスリスク サービスの質の変動に関するリスク ●  

利用者リスク 利用者数の変動に関するリスク ●  

収入リスク 収入の変動に関するリスク ●  

維持管理リスク 良好な施設状態の維持に関するリスク ●  

施設所有者リスク 事業期間中に必要な改修等を実施することに関するリスク  ● 
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予算リスク 委託料等の予算確保に関するリスク  ● 

不可抗力リスク 
地震等の自然災害や新型インフルエンザ等の感染症の流

行、暴動等人為災害の発生のリスク 
● ● 

法令変更リスク 法令（税制を含む。）の変更に関するリスク ● ● 

防災情報等による

キャンセルリスク 
防災情報等による施設利用予約のキャンセル ●  

物価変動リスク 

物価・金利等の変動に伴う経費や収入の増加又は減少 ●  

予測不可能な物価・金利の変動により事業者の業務継続が

困難となり、利用者へのサービスを中断せざるを得ない場

合  

協議 

 

 

 

※１ 修繕費の分担の考え方 

施設の維持管理に必要な修繕は、原則として金額の多寡にかかわらず、指定管理者の責

によるものを除き、施設の設置主体である市が負担すべきであるが、実務上は緊急性や安

全性の観点から、指定管理者が迅速に実施した方が、市民サービスの維持向上に寄与され

ると期待される場合は、指定管理者が修繕を実施することができるものとする。 

よって、修繕費の分担については、次の考え方を基本に決定するものとする。 

ア 大規模な修繕については、市の大規模修繕計画に従い、市の負担により行う。 

イ 指定管理者の責に帰すべき理由がある場合の修繕は、指定管理者の負担により行う。 

ウ 市と指定管理者は、あらかじめ指定管理者の負担により修繕することとする１件あた

りの限度額（１００万円未満）及び指定期間内又は年度内の負担限度額（協定の締結時

に定める。）を設定し、指定管理者は限度額の範囲内で必要な修繕を行うこと。この場合

の費用は、市から指定管理者に支払う指定管理料に含まれている。 

ただし、指定管理者は修繕を行おうとする場合には、原則として市に協議するものと

し、質疑がある場合には、その都度費用負担と責任を協議した上で修繕を実施する。 

※２ 物価変動リスク等について 

このリスクは、水道光熱費・金利等の変動リスクを指しており、原則として指定管理者

の負担とする。なお、提案内容は物価リスクを考慮した提案とすること。ただし、予測不

可能な物価変動リスクにより事業者の業務継続が困難となり、利用者へのサービスを中断

せざるを得ない状況が発生した場合、新たな指定管理者を選定するまでは、市が指定管理

者を監督し、業務を継続する義務があるため、その対応について協議を行うこととする。 

なお、平成 23 年度に施行された特定契約制度に基づく、作業報酬下限額の変動は、条例

により指定管理者が当然に遵守すべきものとして、その変動による経費の増減は指定管理

者の負担とする。 

※３ 指定書の送付から協定締結までの期間のリスクについて 

指定管理予定者に指定書を送付した後、協定締結までの間に、指定管理予定者が指定管

理者となることができなくなった場合のリスクについては、指定管理予定者が負担するも

のとする。 

※４ 感染症対応に伴うリスク分担について  

感染症拡大防止にあたっては、市民生活への影響等を考慮したうえで、施設の休止や再

開、一部休止の継続、施設の利用条件の変更等についての検討を市と行うこと。施設の休
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館、貸館施設の利用停止、イベントの延期または中止等を決定した場合や指定管理業務再

開のリスク分担については、次の考え方に基づき市と調整を行うこと。 

  （指定管理料の増額要素） 

  ア 本市による指示等により、施設利用のキャンセル料を徴収しないことによる損失の発

生については、本市が負担するリスクである。 

  イ 本市との協議のうえ、イベントの中止等による損失利益の発生については、本市が負

担するリスクである。 

  ウ その他、指定管理業務遂行上、または指定管理業務以外に必要となった費用について

は、指定管理者の故意・過失によるものでなければ、公の施設の設置者として本市が負

担するリスクである。 

（指定管理料の減額要素） 

  エ 指定管理業務の一部未実施等による経費の減少については、指定管理者の故意・過失

によるものでないとしても、協定書等に記載がある指定管理業務を実施しなかった場合、

指定管理者が負担するリスクである。 

 （指定管理料の増減額要素とならない事項） 

オ 施設の利用停止等に伴う損害の発生については、利用者が指定管理施設を利用できな

いことにより発生した損失を指定管理者が任意で補償する場合、市への求償はできない。 

  カ 指定管理者が目的外使用許可を受けて実施している自動販売機の設置等について、売

り上げが減少したことによる収入の減少については、行政財産の使用許可の条件に特別

の定めがある場合を除き、原則として、市は負担しない。 

 

１４  その他 

（１）行政財産目的外使用許可部分の経費 

      市が使用許可する公益財団法人川崎市国際交流協会事務室及び同協会の事務上必要とす

る部分の光熱水費の負担額については、同協会と協議をして定めることとする。  

（２）国際交流センター事業実施に伴う講座等の収入 

      各種講座、行事等による利用者負担については市と協議して負担額等を定めるものとす

る。 

（３）業務の一部委託 

      施設の運営・維持管理に関する業務のうち、あらかじめ市の承諾を得た業務（業種）に

ついては、第三者に委託することができる。ただし、この場合、市内業者の育成及び市内

経済の活性化を図るため、市内業者を最優先として活用すること。 

   業者の選定に当たっては、見積り合わせを実施するなど、経費の縮減に努めるようにす

ること。 

   なお、指定管理者は、年度毎の委託業務の契約予定業者及び予算額を、その年度開始前

に、市に書面で報告するものとする。また、年度終了後、委託契約ごとの各契約の委託先、

履行内容、予算額、決算額等を市に書面で報告するものとする。 

（４）市への報告文書 

   業務に関し、市へ報告または協議する主な文書は次のとおりとする。（括弧内は提出期限） 

ア 委託業務一覧及び委託業務契約業者一覧（年度開始前） 

イ 自己モニタリングシート（各月２０日以内及び各年度の四半期終了後３０日以内） 
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ウ 作業報酬台帳 

第１回：指定期間開始後、１ヶ月を経過した後にくる作業報酬を支払うべき対象労働

者がある最初の支払期日が到来した月の末日から７日以内 

以 後：毎年度終了後、４月末日から７日以内 

最終回：指定期間終了後、当該指定管理事業の従事に係る作業報酬の支払がある最後

の支払期日が到来した月の末日から７日以内 

  エ 事業報告書、事業収支報告書、利用者アンケート等結果、業務改善報告書、収支状況

等確認書類（科目ごとの提案時金額と予算額及び決算額を比較・分析することができる

書類を作成すること）等（毎年度終了後または指定が取り消された日から３０日以内） 
   なお、事業報告書等には、利用者（参加者）等の数値をできるだけ詳細に記載すること。 
  オ 事業計画、人員配置計画、収支予算書（前年度８月末） 

カ 情報公開に関する要綱等（制定時） 

キ 利用料金の額の決定または改定（決定または改定しようとするとき） 

    その他、指定管理者は法令等の要請により、必要な文書等を市へ報告等するものとす

る。 

（５）この仕様書に規定がない事項又は疑義が生じた場合は、市と協議をして定めるものとす

る。 




